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研究要旨 

本年度の研究の目的は、スマートフォンなどの電子的な手段によって医師の労働

時間を把握することの課題の検討である。そのために法律的な観点からの調査

（文献・資料による調査）を行った。スマートフォンなどによる把握によって、従来よ

りも労働時間として認定される範囲が広がる可能性がある。また、電子的な手段を

運用することに関しては、対象者の個人情報、プライバシーに配慮する必要があ

る。 

A. 研究目的 

令和 6 年（2024 年）に医師の時間外

労働の上限規制が適用されることとなっ

ている。働き方改革に合わせた勤務時

間の継続的把握方法の検討は医療政

策上の重要課題である。これまで医師

の勤務時間の把握に関する数次の調査

が行われており、令和 3年度にも医師の

勤務実態に即した労働時間の把握方法

を検討することを目的とし、厚生労働科

学研究の指定研究として「医師の勤務

環境把握に関する研究」班（研究代表

者：自治医科大学 小池創一）が設置さ

れた。 

令和 3 年度の分担研究では 2 種類の

労働時間を記録するアプリを用い、複数

の医療機関で試行的に労働時間の記

録（始業・終業）を行い、被験者のフィー

ドバックを収集した。書面での説明に基

づいてアプリを使用できたものの、不具

合もあり、大規模調査のマネジメントは

難しいこと、紙の調査と同様に測定誤差

を小さくする工夫が必要であることが推

察された。また、取得したデータの利用

範囲を限定したいと考える者は少数で

あることがわかった。 

スマートフォンのようなデバイスの普

及の程度、利便性を鑑みると、このよう

なデバイスを活用した行政調査、医療機

関や学会による勤務状況の把握が、今

後行われる可能性がある。一方、昨年

度調査で明らかになった課題の他にも、

労働関係の判例や他産業での事例と課

題、技術的な課題など、整理すべき点が

残されている。令和 4 年度の研究の目

的は、スマートフォンのアプリ、GPS など

の電子的な手段によって医師の労働時

間を把握することの課題の検討である。 



B． 研究方法 

上記の研究目的を受け、本年度の研

究では法律的な観点からの調査（文献・

資料による調査）を行った。労働時間そ

のものに関する判例を含めた法律的な

位置づけ、スマートフォンや GPS などの

電子的なデバイスを用いて労働時間を

把握することによる影響を調べた。 

 

C．研究結果 

1. 労働時間の概念 

(1) 法律上の規定 

使用者とは、「事業主または事業の経営

担当者その他その事業の労働者に関する

事項について、事業主のために行為をする

すべての者」（労働基準法（以下「労基法」）、

１０条）とされる。労働者とは、「職業の種類

を問わず、事業または事務所」「に使用され

る者で、賃金を支払われる者」（労基法９条）

とされる。その上で、「使用者は、労働者に、

休憩時間を除き一週間に四十時間を越え

て、労働させてはならない。」（労基法３２条１

項）とされている。他方で、労働時間に関す

る法律上の明確な定義はない。 

 

(2) 判例による労働時間の定義 

判例上、労働時間とは、労働者が使用者

の指揮命令下に置かれたものと評価できる

か否かにより客観的に定まるものというべ

きとされている（最高裁判所判例、平成12年

3月9日）。そして、当該時間において労働契

約上の役務の提供が義務付けられていると

評価される場合には、労働からの解放が保

障されているとはいえず、労働者は使用者

の指揮命令下に置かれているのが相当で

あるとされる（最高裁判所判例、平成14年2

月28日）。すなわち、労働者が使用者の指揮

命令下に置かれていたかどうかで労働時間

に該当するかどうかが決定されるが、労働

時間に該当するかの判断が難しい場合もあ

る。 

たとえば、黙示の指揮命令があったかど

うかが問題となる場合で、手持ち時間や仮

眠時間、自己研鑽や研修時間などがこれに

あたる。これらが労働時間に該当するかど

うかは個別の事情により、使用者の関与の

ほか、業務遂行と同視しうるような状況にあ

ったか、当該業務の業務性や職務性、私的

活動性、使用者の業務への従事性等の観

点より判断される（本久他, 2021）。 

 

2. 労働時間の状況の把握義務 

法律上、事業者は労働者の労働時間の状

況を把握しなければならない（労働安全衛

生法（以下「安衛法」）６６条の８の３）。事業者

とは、「事業を行う者で、労働者を使用する

もの」（安衛法２条３号）とされ、使用者より狭

い概念である。 

労働時間の状況を把握する具体的な方法

としては、タイムカードによる記録、パーソ

ナルコンピュータ等の電子計算機の使用時

間の記録等が挙げられる（労働安全衛生規

則５２条の７の３）。ただし、高度プロフェッシ

ョナル制度（以下「高プロ」）適用者には上記

義務は課されず、健康管理時間の把握義務

が課される（労基法４１条の２第１項３号）。通

常の勤務医は高プロの対象外とされてい

る。なお、労働時間の状況の把握義務に反

した場合の罰則はない。 

 



3. 労働時間や位置情報の把握に関する一

般論 

スマートフォンやRFIDなどを用いて電子

的な方法で労働者の労働時間や位置情報

を把握することに関して、一般論として問題

になり得る点を挙げる。 

 

(1) 労働時間や位置情報という情報の取得 

1) 人格権やプライバシー権との関係 

あくまでも労働者の人格権やプライバシ

ー権を侵害せずに、労働状況を把握するよ

うにしなければならない。モニタリングの適

法性は、裁判例上、その必要性、妥当な方

法と程度、根拠、利用目的規制等の観点か

ら判断される。上記権利を侵害しているとさ

れた場合、損害賠償義務が生じる可能性が

ある。なお、個人情報保護委員会によると、

手続への留意、目的の正当性、手段の正当

性が要求される（個人情報保護委員会、

2017年）。 

 

2) 個人情報保護法との関係 

電子的な方法により取得された情報は、

通常「個人情報」（個人情報の保護に関する

法律（以下「個人情報保護法」といいう。）２条

１項１号）に該当すると考えられる。そうする

と、事業者には、利用目的の特定や利用目

的による制限、不適正な利用の禁止等の義

務が課される（個人情報保護法１７条以下）。

また、取得された情報が個人情報データベ

ース等を構成する個人情報として「個人デー

タ」（個人情報保護法１６条３項）に該当する

場合、事業者には、データ内容の正確性の

確保や安全管理措置、従業者の監督等の義

務が課される（個人情報保護法２２条以下）。

これらに違反した場合、個人情報保護委員

会による勧告、命令、公表がとられることが

あり（個人情報保護法１４５条）、１年以下の

懲役または１００万円以下の罰金が科される

可能性がある（同法１７３条）。 

 

3) 裁判例 

使用者が、GPS衛星の電波を受信するこ

とによって携帯電話またはパソコン（親機）

から携帯電話（子機）の位置を常時確認する

ことができるというナビシステムを用いて、

外回りの多い労働者の勤務状況を把握し、

緊急連絡や事故時の対応のために当該労

働者の居場所を確認すべくモニタリングを

行ったことが、労働者のプライバシー権を侵

害しないか等が問題となった事例がある。

裁判所は、「労務提供が義務付けられる勤

務時間帯及びその前後の時間帯におい

て」、使用者が「本件ナビシステムを使用し

て」労働者の「勤務状況を確認することが違

法であるということはできない。反面、早

朝、深夜、休日、退職後のように」、労働者に

「労務提供義務がない時間帯、期間におい

て本件ナビシステムを利用して原告の居場

所確認をすることは、特段の必要性のない

限り、許されない」と判示した（東京地方裁判

所判決、平成24年5月31日）。 

 

4. 他業種における労働状況の把握 

スマートフォンやRFIDなどを用いて電子

的な方法で労働時間や位置情報の把握を

行うことについて、同様の把握を実際に行っ

ている業種として道路旅客運送業の事例を

紹介する。 

医師と同様に2024年３月31日まで猶予さ



れているが、働き方改革関連法を受けて時

間外労働時間に上限が設けられ、臨時的な

特別の事情がある場合時間外労働時間の

上限については、年９６０時間となっている。

医師と異なる点として、道路旅客運送業等

の自動車運転者には、「自動車運転者の労

働時間等の改善のための基準」（以下「改善

基準告示」という。）により、拘束時間や休息

期間、運転時間などに関する基準が定めら

れている。この基準も、2024年４月から改正

されたものが適用され、違反した場合は、一

般論として労働基準監督署による指導の対

象となる可能性がある。 

タクシーにおいては、各労働者が各車で

業務を行うため、労働時間の把握が難しい

という側面がある。そこで、車内に搭載され

ている機器の休憩ボタンを押してから解除

されるまでの時間を休憩時間として、これを

賃金台帳に自動集計するシステムが業界内

で普及している。 

 

5. 医師の労働時間の把握 

(1) 労働時間に関する法律上の制限 

建設業全般や道路旅客運送業と同様、働

き方改革関連法を受けて時間外労働時間に

上限が設けられ、これに対して罰則がある

ものの、２０２４年３月３１日まで猶予されてい

る（労基法３６条６項、１１９条１号、１４１条）。

また、臨時的な特別の事情がある場合の時

間外・休日労働時間の上限は年９６０時間が

基本となる。さらに、都道府県の指定を受け

た特定労務管理対象機関の場合、時間外・

休日労働時間の上限は年１８６０時間となる。 

 

(2) 時間外労働時間の上限規制との関係 

労働時間に関する法律上の制限との関係

では、スマートフォンやRFIDなどを用いて電

子的な方法で労働時間や位置情報を把握し

た場合、労働時間に該当する可能性が出て

くる場合がある。たとえばオンコール当番勤

務について、一般的には事業場外の近辺で

待機して自由に過ごせることを前提にして

いるが、これに加えて位置情報の補足まで

行うと労働者が自由に過ごすことを阻害し、

ひいては労働時間に該当してくる可能性が

ある。 

 

(3) 労働時間の該当性 

通常の勤務医においては、いわゆる寝当

直やオンコール当番勤務の時間など、労働

時間に該当するのかどうかの判断が難しい

場合がある。当直時間は労働時間に該当す

るという裁判例（長崎地方裁判所判決、令和

１年5月27日）や、オンコール当番勤務時間

は労働時間に該当しないという裁判例（大阪

高等裁判所判決、平成22年11月16日）があ

るものの、労働時間に該当するかはあくま

で労働者が使用者の指揮命令下に置かれ

たものと評価できるか否かにより決定され

る。 

 

(4) 安全配慮義務 

使用者には、労働者の安全に配慮する民

事上の義務が課される（労働契約法５条）。

通常の勤務医においては、学会の準備やカ

ンファレンス等、自己研鑽や研修のために

時間外に作業をすることがあり、こうした時

間が労働時間に該当するかどうかという問

題がある。加えて、こうした時間が長時間に

及んでおり、業務の内容や勤務形態が労働



者の生命や身体を害する結果となった場合

に、使用者が安全配慮義務を果たしていた

かどうかが問題になることがある（大阪高等

裁判所判決、平成20年3月27日）。 

 

D．考察 

1. 新しい技術による労務時間管理、制度へ

の影響 

医療機関を含む事業者は労働時間の状

況を把握する義務はある。労働時間の法的

な定義はないが、労働時間とは、労働者が

使用者の指揮命令下に置かれていると評価

できるか否かによって定まる。しかし、医療

機関では、医師の労働時間に関して、実際

に指揮命令下にあるにも関わらず、労働時

間とみなさない運用があったようである。し

かし、現在、多くの医療機関で手段によらず

労働時間を把握する努力が始められ、以前

よりも労働時間は長くなる可能性がある。さ

らに電子的な手段を用いることで記録の真

正性が高まるため、労働時間として認定さ

れやすくなることが考えられる。 

 

2. 実際の運用における課題 

労働時間を把握するため、特に複数の医

療機関で働く医師を雇用する医療機関では、

電子的な手段での把握が広がると思われる。

その際には、個人情報保護は当然のことな

がら、プライバシーの侵害につながらない

ように、あくまでも労働提供義務がある時間

の中において運用しなければならない。 

また、記録のための入力作業に関しては、

簡便さが要求される。他業種でも簡便さは

重要であり、トラックに装備されているデジ

タルタコグラフ（労働時間とその内訳を記録

するシステム）の操作は簡単であり、業務の

種別に応じたボタンを押すだけとなっている。 

利用の後押しには公的な支援も有効であ

る。運輸業では、所管の国土交通省が「中小

トラック運送業のためのITツール活用ガイド

ブック」を作成しており、利用可能なツール

の機能、目的に応じた導入の順番に関する

情報が掲載され、事業者のITツール導入を

支援している。制度面でもITツールを利用す

ることで法定の運行管理業務の省力化が認

められている。 

 

3. データの活用 

個人情報保護法でも個人の同意を得て、

目的に沿ったものであれば、取得したデー

タの活用は認められる。これは医師の労働

時間を記録したデータでも同じである。昨年

度の調査では、被験者は取得したデータを

匿名化、開示の範囲を限定すれば、活用に

対して一定程度理解することが示唆されて

いる。医療機関の活用目的として考えやす

いのは、将来の業務量の調整（人員の配置）

だが、労働時間に関するデータを、労働時

間としての証明以外に活用することは現時

点では想定されていないようである。 

 

E．結論 

法律的な検討からスマートフォンなど

を用いた電子的な手段による把握によ

って、従来よりも労働時間として認定さ

れる範囲が広がる可能性がある。また、

運用においては個人情報、プライバシー

に配慮する必要がある。 

 



F．健康危機情報 

該当なし 

 

G．研究発表 

1．論文発表 

該当なし 

 

2．学会発表 

該当なし 

 

H．知的所有権の取得状況 

1．特許取得 

該当なし 

 

2．実用新案登録 

該当なし 

 

3．その他 

該当なし 


